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序文

世界における役割を米国が再定義する中、同盟が試されている。その筆頭は日本である。米国が長年育て、 
率いてきた対外援助エコシステムから撤退するという重要局面で、いかなる力学が働いているのか―米日財団は、 
太平洋を挟む両国の指導者に新鮮かつタイムリーで、行動の基となる識見を提供すべく、本報告書の執筆を委託
した。

成熟した日米関係は、共通の価値と利益に基づく戦略を通じて、共通の課題に対応する幅広いパートナー 
シップへと発展してきた。人道支援、災害対応、開発援助の分野で進化してきた協力関係はこれまでずっと日米連
携の柱であった。

古い秩序が崩壊すれば、新たな秩序が形成される。この価値ある報告書は、世界中で露わになりつつある衝撃
への洞察と、貴重な提言を示している。日米両国が協力を続けていくための革新的な方策はある。そして日本にとっ
ては今こそ、人道的でルールに基づく国際システムの一層信頼に足る提唱者として、実績の上にさらなる評判を高
める時である。かつて米国が環太平洋パートナーシップ協定から離脱しても日本が協定を救ったように、日本は21
世紀の需要に合わせて世界の開発支援システムを変革する力となることができる。それは米国が作った空白を日
本が多額の資金を注ぎ込んで埋めることを意味しているのではない。単独でそんなことができる国はない。必要な
のは、日本がリーダーとして、組織者として、まとめ役として、また仲介者としてより大きな役割を果たすことだ。

報告書の共著者はこの問題に関して長い経験と専門知識を有している。開発と人道支援に関する日米パート
ナーシップを前進させるために、両国の外交官、防衛関係者、議員、NGOと緊密に協働してきた2人の米国人であ
る。現在、批判を浴びている旧制度と深い繋がりのある共著者の手による文書には自ずと先入観が内在すると感じ
る読者がいるかもしれない。だが、どうか心を開いて読んでいただきたい。この報告書は過去にしがみつく反射的な
ものではない。新たな時代を定義するための、知識に基づく分析なのである。

ジェイコブ・M・シュレジンジャー
代表＆最高経営責任者
米日財団
2025年10月
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概要

2025年の米国の対外援助政策の転換は何百万
人もの生命と生活を危険に晒し、世界の開発援助 
システムを不安定化させただけでなく、日本の利益と
日米開発協力の将来に広範な影響を及ぼしている。

1月24日金曜日、ドナルド・トランプ大統領の就任式
が行われた当日の午後、国務省職員が何千人もの米
国対外援助受給者に対し、米政府と契約しているプロ
ジェクトの即時中止と、それ以降の費用発生を控える
よう命じる一斉メールを送信した。それから2ヶ月もた
たないうちに米国対外援助の大部分の打ち切りへと
事態は急展開し、米国国際開発庁（USAID）をはじめ
とする対外援助機関の解体と相まって、世界の人道
開発援助システムにかつてない衝撃をもたらした。

影響は甚大だった。世界中で何百万もの人々が基
本的なサービスへのアクセスを即座に失い、続く混乱
の中で、生命維持のための援助に頼っていた人々が
命を落とした。米国の援助削減の結果として、2025年
9月末までに最大50万人以上が亡くなる可能性があ
ると専門家は推定する1。援助があれば防ぐことのでき
る死である。米政府の資金に頼る援助組織は長年続
いたプログラムを閉鎖し、大規模な人員削減を行わざ
るを得ず、破産に追い込まれた団体もあった。同時に、
国連機関、NGO、その他の組織への大幅な資金削減
は、ODAセクターそのものの基盤を不安定化させ、米
国と直接関係のない実施団体やODA機関にまで予
期せぬ長期的な影響をもたらしはじめている2。

米国の動きは、他と無関係に起こったわけではな
い。日本は一貫してODAを行ってきたが、英国をはじ
めとする多くの主要ドナーは、近年援助を縮小し始め
ていた。だが、これらが段階的で計画的な削減であっ
たのに対し、米国の削減は、突然で他のどのドナーより
もはるかに大規模であり、世界のODAの1割以上にの
ぼる可能性がある。これは緩やかに進行していた問題
を瞬時に世界的危機へと変え、他のドナーにさらなる
削減の口実を与えた。

米国の援助削減によって直接的な被害を受けた日
本の組織や日米協力は限定的だが、長期的には日本
の利益と日米開発協力に与える影響は甚大なものに
なる。ODAプログラムは一般的にある程度、相互補完
的に設計されている。例えば、アフリカ諸国におけるユ
ニバーサル・ヘルスケア推進のための日本の資金提供
は、抗レトロウイルス治療薬の提供や医療検査能力構
築のための米国の資金提供を前提としている。しかし
今、米国の撤退によって生じた大きな空白は、日本な
どが支援するODAプログラムの目標達成を困難にし、
日本がさらなる空白を埋めるよう求める声を引き起こ
している。米国の援助削減はまた、より広範な開発お
よび人道エコシステムを弱体化させているため、調整
メカニズム、データ収集、警備・ロジスティクサービス
など、NGOなどが日常的に頼りにする支援サービスを
脅かすことも含め、すべての援助提供者が影響を受け
ることは避けられない。広範な地政学的観点から見て
も、開発援助は国家権力のツールとして国防と外交を
補完するものであるため、米国の援助削減は、中国や
ロシアのような競合勢力の影響力に対抗するという日
米共通の利益を後退させることにつながる。

本報告書は、米国政策の唐突な変化が日本の組織
および日米のイニシアチブに与える影響、開発および
人道機関が活動する環境に起こす変化、そして日米
の政策立案者の戦略的思考にもたらす変化を評価す
る初期的な試みである。同時に、政策立案者がこの新
たな開発環境を乗り切り、日米協力を再活性化するた
めの提言を示している。この報告書は公開文書の広
範な調査と、ODAを実施する米国、日本、現地NGO3

の本部・現地職員、現在および元の日米政府関係者、
その他の開発および人道援助の専門家への約30の 
インタビューに基づいている。
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米国の対外援助削減：日米協力に与える影響2
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開発における米国の役割と米国援助への依存2
第2次世界大戦後、米国は対外援助に惜しみなく資

金を注いだ。その筆頭が、ヨーロッパをソビエト共産主
義に対する防波堤として再建するためのマーシャル・プ
ランだった。現在の対外援助システムが形成されたの
は1961年、米国の対外援助の焦点を最貧国の長期
的開発に合わせるために、ジョン・F・ケネディ大統領が
USAIDを設立した年である。それ以降30年近く、米国
は開発および人道援助に世界のどの国よりも継続的に
多くの資金を提供してきた。

日本のODAは1980年代を通じて急速に成長し、80
年代の終わりには米国を抜いて世界で最も寛大な 
ドナーとなり、米国が再び首位に返り咲く2001年まで
その地位を保持した4。1992年、日本の台頭は、宮澤喜
一首相とジョージ・H・W・ブッシュ大統領による日米開
発協力の制度化を促し、両国のパートナーシップは翌
年、「地球的展望に立った協力のための共通課題（コモ
ン・アジェンダ）」の一部として拡大した。以来、さまざま
な形でパートナーシップは継続してきたが、優先順位
と焦点は「コモン・アジェンダ」の下での耳目を集めるト
ップダウン的な取り組みから、ジョージ・W・ブッシュ政
権時代の「グローバルヘルスに関する日米パートナー 

シップ」のようなボトムアップアプローチ、そして「日米開
発対話」を通じて調整されたバラク・オバマ政権時代の
散発的で控えめな取り組みへと変動してきた。こうした
取り組みは、第1次トランプ政権を通じてペースを落と
しつつも継続され、バイデン政権時代には日米協力と 
日米韓協力という2つのルートで推進された。

2001年に日本を追い越して以来、米国は総額で世
界最大のODA供与国であり続けている（グラフ1）。実
際、過去20年間、米国の支出は世界のODA支出総額
の20〜25%であることが多かった。2024年の支出額
は633億ドルに達し、戦後初期以降でインフレ調整後
では最高レベルとなった。ただし、その拠出額は連邦予
算の1%に過ぎず（世論調査によればアメリカ人はこの
比率が25％以上だと誤解している）5、国民総所得に対
する割合としては、日本やほとんどの欧州諸国を下回
り、主要な供与国の中では低い方である。もしもトラン
プ政権が提案している2026会計年度の予算が成立
すれば（本稿執筆時点では下院審議中）、世界のODA 
支出における米国資金の割合は劇的に低下する 

（グラフ2）。

出典: 経済協力開発機構 (OECD).

グラフ1. 2024年ODA供与国上位５カ国と供与額 グラフ2. 世界のODA供与額に占める米国の割合

2026会計年度のトランプ予算案

米国 ドイツ 英国 日本 フランス

出典: OECD加盟国の各種統計情報（DAC2Aデータセット、1994年～2023年）。  
米国国務省、議会予算根拠書：国務省、対外援助および関連プログラム(2026会計年度) 
(2025年5月現在)

10
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1961年にほとんどの米国の対外援助プログラムが
USAIDの下に統合されて以降、ODA関連機関の数は
再び増加し、約20の異なる機関を通じてODAが行わ
れるようになった（表1）。最大はUSAID（2023会計年
度の支出額の55%）で、長期開発イニシアチブ、世界の
保健、災害対応に資金を提供した。これに続き、国務
省の資金（27%）が難民プログラムやガバナンス支援な
どに充てられ、国防総省（10%）が安全保障支援を提
供し、財務省（3%）が多国間機関を支援し、保健福祉
省の傘下にある様々な機関（2%）がHIV/AIDSプログ
ラム、検査室支援、技術支援に資金を提供している6。

米国の援助削減に最も打撃を受ける国とセクター
を知るには、米国の支援にどれだけ依存しているかを

見れば良い。2023年、米国の対外援助の最大支出は
ロシアとの戦争中に経済を安定させ復興を支援する
ためにウクライナに向けられ、人道上の緊急事態や多
数の避難民を抱える6つの国 に々対してそれぞれ10億
ドル以上が提供された（表2）。2023年、２国間および
多国間援助として受け取ったODA総額の50％以上を
米国が分担していた国は９カ国にのぼった。これには、
ラテンアメリカ4カ国、アフリカと太平洋諸島それぞれ 
2カ国が含まれる（表3）。その支援がGDP総額の5%を
超えるのは6カ国で、太平洋諸島の2カ国と、ソマリア、
アフガニスタン、ウクライナ、南スーダンという紛争中の 
4カ国である（表4）。そのため、援助削減はこれらの国
を不安定化させる可能性が高い。

表1. 機関別の米国対外援助（2023会計年度）

機関 金額  
(百万ドル)

1 米国国際開発庁 $43,787
2 国務省 $21,286
3 国防総省 $8,187
4 財務省 $2,439
5 保健福祉省 $1,857
6 ミレニアム・チャレンジ・コーポレーション $730
7 平和部隊 $463
8 農務省 $388
9 エネルギー省 $304
10 内務省 $197
11 労働省 $98
12 米州財団 $47
13 通商開発庁 $33
14 アフリカ開発財団 $20
15 その他 (EPA, DOT, DOJ他) $19

表2. 国別の米国対外援助（2023年）7

国 金額  
(百万ドル)

ウクライナ $11,858
エチオピア $1,803
コンゴ民主共和国（DRC） $1,388
ヨルダン $1,274
アフガニスタン $1,199
ナイジェリア $1,124
ソマリア $1,036
ケニア $933
イエメン $863
シリア $846

出典: 米国対外援助ダッシュボード (www.foreignassistance.gov)  
2025年7月8日閲覧

注： 数値は2023年の米国政府開発援助（ODA）支出（実質価格）を示してい
る。出典: OECD加盟国の各種統計情報（DAC2Aデータセット）2025年6月
6日閲覧

表3. 受領したODA総額のうち米国資金の占める割合 2023年

国 米国の割合(%)
ミクロネシア 82.4
マーシャル諸島 73.6
タイ 71.3
コロンビア 59.2
エスワティニ 58.9
グアテマラ 57.1
レソト 56.5
ベネズエラ 55.5
ホンジュラス 51.0
ヨルダン 49.3

表4. 受領国のGDPと比較した米国ODAの規模 2023年

国 米国の割合(%)
マーシャル諸島 32.6
ミクロネシア 22.3
ソマリア 9.4
アフガニスタン 7.0
ウクライナ 6.6
南スーダン 6.1
レソト 4.5
ヨルダン 2.5
コンゴ民主共和国 2.1
ハイチ 1.9

出典: OECD加盟国の各種統計情報（DAC2Aデータセット）2025年6月6日閲覧
注：数値は2023年の米国および世界のODA支出（実質価格）を示している。

出典: OECD加盟国の各種統計情報（DAC2Aデータセット）2025年6月6日閲覧
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表5. 分野別の世界全体のODAに占める米国と日本のシェア（％）
2021–2023年

米国 日本
社会インフラとサービス
教育 11.7 4.1
保健 25.7 8.6
人口・性と生殖に関する健康 79.4 0.5
水・衛生 9.9 15.3
政府と市民社会 42.4 1.2
経済インフラとサービス
輸送・保管 1.3 65.6
通信 4.7 10.2
エネルギー 11.7 22.3
銀行・金融サービス 3.4 1.2
ビジネス・その他のサービス 25.4 1.1
マルチセクター/横断的
一般的な環境保護 13.1 1.4
その他のマルチセクター 5.8 15.6
物資援助／一般プログラム 7.1 4.7
生産部門（農業/産業/通商） 13.5 12.5
開発食糧支援 46.3 3.2
人道支援 38.2 2.2

表6. 総国内医療支出に占める米国ODAの割合2022年

国 割合(%)
ソマリア 29.1
南スーダン 21.9
ウガンダ 8.2
ザンビア 6.8
マリ 6.7
モザンビーク 6.4
マダガスカル 6.0
シエラレオネ 5.2
マラウイ 4.7
コンゴ民主共和国 4.7
リベリア 4.2
ジンバブエ 4.1

出典: OECD加盟国の各種統計情報（DAC2Aデータセット）2025年6月6日閲覧
注：数値は2023年の米国および世界のODA支出（実質価格）を示している。

出典: OECD加盟国の各種統計情報（DAC2Aデータセット）2025年6月6日閲覧
注：数値は2023年の米国および世界のODA支出（実質価格）を示している。

同様に、世界中で数多くのセクターが米国の支援
に頼ってきた。際立つのは、米国資金が世界の食糧支
援、特定の保健プログラム、ガバナンス支援、人道援
助のためのインフラ支援の多くを担っていたことである

（表5）。これには、HIV/AIDSプログラムおよびその他
の性感染症対策の世界資金の96%、マラリア対策の
87%、結核の発見・予防・治療援助の71%のほか、公
共セクター・行政支援の84%、学校給食プログラムの
73%も含まれる8。

国レベルでみると、特定のセクターにおける米国資
金への依存度はさらに驚くべきものである。例えば、低
所得のアフリカ8カ国では、政府予算だけでなく、すべ
ての公的、私的、個人負担の医療費を合わせた全国
民総医療費の5%以上を米国のODAが占めている。 
ソマリアでは米国の援助が総医療費の約29%を、 
南スーダンでは約22%を占めており、これら戦禍に苦
しむ国の人々は米国の継続的な支援に深く依存して
いる（表6）9。
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トランプ政権による削減3
第2次トランプ政権が発足した時、ワシントンでは多

くの人が、対外援助、特に家族計画、気候変動、その
他共和党が伝統的に問題視してきた分野の援助が削
減されるだろうと予想した。改革が求められるもっとも
な理由もあった。多くの有識者が、多大な援助が現地
の事業実施者の手に渡るのではなく、アメリカに拠点
を置く大手請負業者やNGOに流れていると感じてい
た。また、60年続くアメリカのODA機関は、21世紀の
ニーズに合うように合理化され、刷新される必要があ
ると強く主張する者もいた。しかし実際に断行された
削減の規模とスピードは、状況を深く知る専門家でさ
え予期しないものだった。

1月20日、就任から数時間後、トランプ大統領は 
「米国対外援助の再評価と再調整」と題する大統領
令14169号に署名した。資金提供プログラムを検証す
るためとして、対外援助の新規契約と支出のすべてを
90日間停止させた。1月24日にはさらに劇的な動きが
あった。国務省が「作業停止命令」を発出し、対外援
助や契約を受けている組織に対し、「直ちにすべての
作業を一時停止し」、「可能な限り多くの大規模プロジ
ェクトを取り消す」ように指示し、「何であれ新たな費
用を発生させる」ことを禁じたのだ。これは実質的に、
事前の警告なしに直ちにすべてのプログラムを閉鎖す
る必要があり、既存の法的義務があることを主張でき
ない限り、授与された資金を職員の給与、警備費用、
その他の経費の支払いにさえ使用してはならないこと
を意味した。

翌週、米国対外援助システムの無秩序な解体は
加速した。多数のUSAID上級職員が休職させられ、 
イーロン・マスクの政府効率化省が、対外援助に使用
される決済システムの大半をオフラインにした。事態は
急速に進み、2月3日にはUSAID本部が閉鎖され、1万
3千人の正規職員と契約職員が解雇された。アフリカ
開発財団や米州開発財団など他の援助機関も閉鎖
が試みられ、両者とも骨抜きにされたが、最終的な命
運については法的な紛争が続いている。

ルビオ国務長官は対外援助について90日間の個別
評価を実施すると公約していたが、最初の作業停止
命令からわずか33日後の2月26日、トランプ政権は突
然、USAIDと国務省が管理する進行中の1万3千件の
援助プログラムのうち1万件近くを終了するとメールで
実施機関に通告したと報じられた10。この終了通告は
通常の指揮系統の外で、かつ性急に行われたため、公
式の終了決定の責任を負うはずの国務省担当官が終
了通告を受けたか否かを実施機関に問い合わせなけ
ればならないケースもあった。しかし、USAID内で起こ
ったことはさらにひどかった。USAID内では、助成の
受領者に正式に通知し、支出済の経費の払い戻しを
求める方法について指導する職員さえほとんど残って
いなかったのだ。事態はさらに混乱を極め、一部の事
業終了が数週間後に取り消されたかと思えば、再び終
了され、場合によっては2度、3度と再開と終了が繰り
返された。

政府職員の大量解雇、契約法違反、行政府による
憲法逸脱などの違反行為に異議を唱える数十件の訴
訟が起こされた一方で、トランプ政権は援助機関の
再編成計画を迅速に打ち出し始めた。それは、2025
年4月までに米国対外援助システムの大部分を解体
し、USAIDの機能を国務省に移管し、「ファミリー」と
呼ばれる再編成された各局・機関が、大幅に削減され
た人道支援、世界保健資金、その他の問題に対処す
る支援ポートフォリオを管理するという提案が中心の
計画である。

本稿執筆時点（2025年9月）では、再編計画は最終
決定されておらず、各機関の解体や広範な契約の終了
をめぐる多くの法的問題は残っている。削減された対
外援助の総額は未だ不明だが、概算では2025会計
年度に実施されていたすべての事業の3分の2が終了
となり、これは米国対外援助総額の約半分に相当す
ると見られている11。2025年7月、米国議会はすでに割
り当てられた79億ドルを米財務省に返還することを投
票で承認することで、援助終了の一部を追認した。
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さらに、2025年10月に始まる2026会計年度に 
向けて、トランプ政権は外交費と対外援助費の84%
削減を提案しており、これは米政府がODAにおける 
リーダー的地位から恒久的に撤退しようとしているこ
との兆候と言える12。

こうした政策転換は、米国政府の能力にすでに影
を落としている。USAIDでは1万3千人以上の米国人
や現地職員が雇用されていたにもかかわらず、国務省
は彼らの職務を引き継ぐためにわずか718人しか雇
用しない計画であり13、技術的専門知識と組織的記
憶の甚大な損失は確実である。ある元USAID高官の
推計によると、米国対外援助が大幅に削られた後の
対外援助に関わる米国務省職員の比率は、授与額
1千280万ドルあたり1人となり、以前の7.5倍以上に
なるという14。これがモニタリング・評価能力、イノベー 
ションメカニズム、調整能力など、質の高いODAを 
確保するために不可欠な機能の低下を招くことは避
けられない。さらにこうした問題は、国務省自体の職員
削減や、同省の難民・ガバナンス資金を監督していた
経験豊富な職員の士気低下と早期退職によって悪化
している。

他にも多くの専門的能力が脅かされている。例え
ば、世界中の災害に迅速に対応してきたUSAIDの世
界屈指の災害援助対応チーム（DART）が解体され
た。国務省の下でDARTを復活させる計画はあるもの
の、能力が回復できるかは疑わしい。

USAIDは開発におけるイノベーションを推進する
上で先駆的な役割を果たしてきた。その方法は、大規
模なサプライチェーン・プログラムによる経済、開発イ
ノベーション・ベンチャーズ・プログラムやイノベーシ
ョン・インパクト・センターなどのイニシアチブの立ち
上げ、そして約17万件のUSAID文書を収めた開発
経験情報交換所のオンラインアーカイブを通じてイノ

ベーション情報を公開することであった。これらは世
界中の開発セクターを豊かにしたが、すべて廃止さ
れ、USAIDの業務が国務省に統合される中で、その
機能を再現することは困難になるだろう。

何千ものNGOや民間業者など米国のODAを支え
る中心的な役割を担ってきた非政府部門もまた、著
しく弱体化されつつある。5月30日現在、米国対外援
助を受けていた組織は25万3千500人の職員を解雇
したと報告されている。そのうち1万9千500人は米国
内、23万4千人は米国以外の国で解雇された15。すで
に多くの援助団体が破産しており、2025年5月に行わ
れた人道支援NGOおよび開発分野の援助組織の調
査では、62％の組織が6カ月未満の財源しか持ってお
らず、50％が閉鎖の危機に瀕していると感じているこ
とが判明した16。

予想される米国対外援助の裨益者への影響は
さらに悲惨である。米国による削減の結果として
報告された最初の死者は、71歳のミャンマー難民 
ピー・カ・ラウ氏で、USAIDが支援するタイの病院
の閉鎖で酸素供給が止まったため退院させられた
4日後の2月2日に死亡した。ボストン大学の研究者
は、米国援助削減の結果として、9月末までに50万
人以上が死亡する可能性が高いと推定しており17、
医学誌『ランセット』に掲載された2025年6月の研
究は、USAIDへの資金削減のみが原因で、2030年
までにさらに1千400万人の予防可能な死者が発
生すると予測している18。ルビオ長官は引き続き命を
救う保健関連ODAは維持されると主張しており、死
者数ははるかに少ないだろうと仄めかしているが、 
米国が世界で行ってきた保健援助の大部分は依然と
して止められたままで、その多くに復旧する兆候はほと
んどないことは現場の状況から明らかである。
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日本の組織によるプログラムへの直接的影響4
資金削減が日本関係の組織とそのプログラムに与

えた直接的な影響は比較的限定的であり、9つの米
国政府による助成金および契約が全面的または部
分的に削減された結果、約940万ドルが失われた19 

（比較のために記せば、オーストラリアのNGOは120
以上のプロジェクトで少なくとも2億6千万ドルを失っ
た）20。日本の組織のプロジェクトへの削減には、ピー
スウィンズ・ジャパンとその米国姉妹組織が実施する
6つの難民および災害対策事業に対するUSAIDと国
務省からの800万ドルの資金、および資源の少ない環
境で使える革新的で低コストの「Sato pan」トイレに
対してLixil社が受けたUSAIDの助成金が含まれる。
これらの削減により、人道支援が行われていた国々で
130人以上の職員と契約者が解雇された。

特筆すべきは、失われた940万ドルには直接的な
助成金だけでなく、南スーダンやケニアにおいて国連
難民高等弁務官事務所（UNHCR）や国連児童基金

（UNICEF）などの国連機関を通じて間接的に提供
されていた資金も含まれることである。難民キャンプは
通常UNHCRが管理しており、居住者に様々なサービ
スを提供するために「実施パートナー」として活動する

NGOに資金を分配している。しかし、UNHCRの予算
の40％は米国からのものであったため、米国が資金
の多くを引き揚げた結果、UNHCRは実施パートナー
の予算を大幅に削減することで、この削減を転嫁せざ
るを得なかった。難民の置かれた危機的な状況は悪
化しているにもかかわらず。

直接的な資金損失に加えて、今回の削減は日本の
組織のプログラム策定にもさまざまな痛手を与えてい
る。ただし、他国のNGOに比べれば、これまでのとこ
ろその程度は低い。セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン
やChurch World Service Japanなど規模の大きな
NGOは、米国やその他の地域の姉妹組織と連携して
活動しており、日本NGOセンター（JANIC）が2025年
4月に実施した調査では、回答した30の日本のNGO
のうち3つが提携パートナーへの資金削減によって影
響を受けていることがわかった。日本の事業を補助し
ていた米国側パートナーからの資金が失われた事例
もあれば、共同で取り組んでいたプロジェクトへの資
金がカットされる事例もあった。あるNGOは事業計画
の変更を余儀なくされ、別のNGOは交渉中だった国
連からの資金を諦めざるを得なかった21。

表7. 米国・日本・韓国協力事業

国 事業 実施の分担

ウクライナ 農業レジリエンス・イニシアティブ
(AGRI-Ukraine)

USAID、JICA、KOICAは、ロシアとの戦争で苦しめられているウクライ
ナの農家の生産拡大のために、灌漑設備、肥料、種子およびバックアッ
プ支援を提供

ガーナ ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの実
現への貢献 USAID、JICA、KOICAは、北部5地域における保健医療支援で協力

フィリピン
BARMMにおけるユニバーサルヘル
スケアに向けた高度なプライマリヘル
スケア

バンサモロ自治地域（ムスリム・ミンダナオ、BARMM）において、JICA
は母子保健に資金提供し、KOICAは保健財政と母子保健施設・機器
の整備を支援し、USAIDは保健システム、家族計画、生殖保健、結核
プログラムを強化する
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近年、日米両政府は、世界各地で一連の日米協力
および日米韓協力プロジェクトを宣伝してきた（表７）。
これらは真の意味での共同プロジェクトではなく、米
国からの資金がプログラムのある側面を支援し、日本
からの資金が別の側面を支援することで補完し合う 

「並行プロジェクト」として機能しており、韓国国際協
力団（KOICA）を通じた韓国からの資金が3国間要素
を加えることもあった。例えば、ウクライナ農業レジリエ
ンス・イニシアチブ（AGRI-Ukraine）のもと、USAID、
国際協力機構（JICA）、KOICAは、ロシアとの戦争中
にウクライナの農業生産を強化し、世界の食糧不安を
軽減するために、種子、肥料、灌漑プロジェクトの資金
を分担した。米国の資金停止は、短期的には種子や
肥料の供給に打撃を与え、長期的には、JICAは米国
の撤退によって生じた空白を埋めるために新たなパー
トナーを探す必要に迫られた。

多くの開発実務者は、米国が世界最大のドナーとし
て、他のドナーのプログラムを実質的に「補助」し、単
独で達成できる以上の結果が出せるようにしてきた事
例が多かったことを認める。背景のひとつは、米政府
機関が伝統的に、一般的な運営費や特定のプロジェ
クトに割り当てにくい専門的知識を維持できるよう、
被助成団体が請求できる間接費の比率を比較的高く
許容してきたことが挙げられる。実際の数値は公開さ
れていないものの、信頼できる推計によると、USAID

が支払う間接費率を示す「交渉済み間接費率合意
（NICRA）」の平均率は、プロジェクトの直接費の約
30%に達しており、これは欧州のODA機関や国連機
関が許容する標準的な7%をはるかに上回る22。援助
団体は米国政府の寛大な支払いによって、米国以外
のドナーからの低率に甘んじながらも組織の能力を向
上させるため柔軟な予算編成ができていたことを内々
に認める。

米国からの資金が他のプログラムを「補助」してきた
もうひとつの方法は、USAIDが中央アジア、南アジア、
太平洋諸島などの地域の財務省および保健省の政
府職員給与を支援していたことである。給与支援は通
常、USAIDの助成金を実行するNGOや請負業者を
通じて間接的に提供され、多くの場合、政府が公的債
務を管理するなど専門的な業務を行う能力を強化す
るのに役立った。米国からの資金で支援された政府
職員は流入する開発援助を扱う「窓口」となり、JICA
は独自のプロジェクトにおいて、債務管理に関するこう
した米国の技術支援に頼ることもあった。JICAの職員
は、USAIDの給与支援がなくなったため、頼りにしてい
た相手国政府のカウンターパートが「姿を消し始めた」
と述べている23。現地の提携NGOでも、USAIDと日本
の資金の両方で給与を支援されていた職員が単一の
収入源だけでは生計を立てられず、消えるケースが起
きている模様だ。
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開発エコシステム全体への広範な影響5
長期的には、米国の撤退が広範な開発エコシステ

ムに与える損害は、日本の組織および日米ODA協力
に深刻な影響を与えるであろう。その要因は主に以
下の4つである。①ODA機関や実施主体が依拠する 

「グローバル開発コモンズ」と呼ぶべき世界的支援
態勢の弱体化、②受け入れ国における活動環境の悪
化、③米国が人道および開発セクターに作ったリー
ダーシップの空白、④そして米国の動きが他の国々に
ODA削減の口実を与えること、である。

弱体化した「グローバル開発コモンズ」
国籍に関わらず、ODA機関、海外援助プログラム

を実施するNGOや請負業者、そして彼らの現地政府 
パートナーは、人道および開発イニシアチブを支援す
るために構築されてきた「グローバル開発コモンズ」
に依存している。これには、ロジスティクス、安全保障、 
データ収集と分析、援助の調整、説明責任と透明性、
その他、米国政府の資金提供と関与に頼る技術的能
力に関連するサービスが含まれる。このそれぞれがす
でに弱体化しており、各国の援助機関にとって活動は
より難しく、危険になっている。

ロジスティクス
世界食糧計画（WFP）の国連人道航空サービス

（UNHAS）は、人道危機に直面する21カ国で、援助
要員と軽貨物を輸送するために144機の航空機とヘリ
コプターを運用している。UNHASのフライトは、援助
要員が長く危険な陸路を避けることを可能にし、場合
によっては、難民キャンプなどの遠隔地へ到達する唯
一の手段となっている。2024年には35万5千人以上
がUNHASを利用して394の目的地へ飛んだ。近年、
米国はUNHASの運用を補助するために全ドナー資
金の半分以上を提供してきた24が、今回の資金削減に
より、UNHASは機材を22％削減せざるを得なくなっ
た25。これにより、アフガニスタンでは航空機が5機から
2機に減り、南スーダンでは、48カ所のうち10カ所で
サービスが削減され、さらに5カ所で完全に中止され

る事態となっている26。同時に一部の国では援助要員
に請求する運賃を引き上げざるを得ず、南スーダンで
は約20％、ケニアでは2倍に運賃が上がった27。

米国の援助削減は、サプライチェーン、特にアフリカ
における医薬品やHIV、マラリア、性と生殖に関する医
療関連製品の医療供給網にも壊滅的な影響を及ぼ
す可能性がある。USAIDはアフリカ大陸全体の医療
供給網の主たる支援者であり、物資を保健省や援助
団体に供給するのを助けてきた。実際、その役割は非
常に大きく、過去2年間で8つのアフリカ諸国（とハイ
チ）に対するUSAIDのサプライチェーンへの資金は、
対象国の国内政府医療支出の10%を超えていた28。
現在、こうした供給契約の一部は終了し、残る契約の
将来は不透明である。その影響は直接的な資金損失
にとどまらない。例えば、USAIDの大規模な一括調達
は、より低い価格を交渉するレバレッジを与え、需給 
リスクを低減するのに必要な市場情報の蓄積も可能
にした。また、USAIDの多額の資金は、保健省が医薬
品を保管する倉庫の補助にも充てられ、USAIDが供
給する物資だけでなく、保健省が自ら購入した物資
や、グローバルファンド（世界エイズ・結核・マラリア対
策基金）など他のドナーから提供された物資も保管さ
れていた。現在、受け入れ国政府は、より高価な医薬
品と信頼性の低いサプライチェーンという問題に直面
している。

安全保障と安全
規模の大きな援助団体の中には、セキュリティ状

況を監視し、職員にセキュリティ訓練を提供する内
部チームを擁しているところもあるが、日本の団体を
含む中小規模の組織は、非営利の国際NGO安全
機構（INSO）のような外部団体に依存することが 
多い。INSOは26の紛争国で活動しており、変化する
セキュリティ状況に関する定期的な分析と運用上の
最新情報を提供し、援助要員が紛争状況を安全に
乗り切り、人質に取られた場合に生き残り、不要な 
セキュリティリスクを避けるための「敵対環境個人安
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全訓練（HEIST）」のような専門的対面コースを提供
している。USAIDはINSOのグローバル予算の37％を
拠出していたが、今回の削減により、INSOは対面訓練
の廃止、イラクなどでの運用の縮小、アフリカ、ハイチ、 
ウクライナの19の事務所閉鎖など、サービスの大幅な
削減を余儀なくされた29。

一 部の国では、援 助 要員が 安 全に移 動し物
資を運搬できるよう、国連人道問題調整事務所

（UNOCHA）が不安定な地域でのアクセス経路や 
コンボイの調整を含め、安全保障上の重要な役割を
果たしている。援助資金の削減により、UNOCHAは
全世界の職員数を20％削減せざるを得なくなり30、各
地に影響を与えている。南スーダンではコンボイの調
整と支援を縮小せざるを得なくなった。

データ収集と分析
効果的な人道および開発プロジェクトを設計するに

は適切なデータが必要だが、ニーズ評価を支援する多
くの専門サービスが米国の削減によって損なわれた。
例えば、過去40年間にわたりUSAIDが資金提供する
人口・保健調査プログラムは、90以上の低・中所得国
から、母子保健、栄養、HIV感染、家庭内暴力、教育な
ど幅広い問題に関するデータを収集してきた。このオ
ープンソースデータは、各国の省庁、NGO、国連機関
にとって、保健、ジェンダー、保護に関する事業計画の
ための重要な資源として機能し、その指標は持続可能
な開発目標（SDGs）のベンチマークを設定するために
も活用されている。しかし、調査費用の約半分を賄っ
ていたUSAIDの支援が打ち切られ、プログラムを運営
していたコンサルタントICFは2月に調査活動を一時
停止せざるを得なかった。

また、USAIDは1985年のエチオピア飢饉後、差し
迫った食糧危機を予測し、タイムリーな介入が行える
ように飢饉早期警報システム・ネットワーク（FEWS 
Net）を設立した。これは世界中の援助団体から頼
りにされており、世界中で最悪の食糧不安を大幅に
減少させるのに貢献したと広く評価されている。だ
が、2025年2月、USAIDが解体されたためFEWS Net
のウェブサイトは停止した。6月に復旧したものの、その
将来は不透明だ。

援助調整
米国の資金は開発調整の取り組みを支援する上で

非常に大きな役割を果たしてきたが、これらもまた弱
体化しつつある。国レベルでの調整の一要素にNGO
フォーラムがある。これは、NGOが活動に関する情報
を共有し、一丸となって意見を表明できるようにする
調整機関である。NGOフォーラムは事務局によって運
営されており、いくつかは独立した非営利団体として
活動し、その他は主要な加盟NGOが主宰している。4
月にUNOCHAが実施した調査では、米国の資金削
減により、国際NGO向けNGOフォーラム35団体の
職員能力は50％低下し、国内NGO向けの職員能力
は43％低下したことが判明した31。少なくとも1カ国の
NGOフォーラム事務局は閉鎖され、その他いくつかの
事務局も解散の危機に瀕している32。

第二の要素は、人道緊急事態時に国連関、NGO、
その他の実施主体間で調整にあたる国連クラスター
システムである。米国の援助削減により、24の進行中
の人道支援活動におけるクラスター調整に専念する
職員数は約1割減らされ、常勤職員96人の純減となっ
たと推定されており、クラスター調整を支援する情報
管理担当職員数も同様に減少している33。

説明責任と透明性
米国はこれまで、説明責任と腐敗防止の取り組みに

関するさまざまな問題についてドナー国に圧力をかけ
る上で主導的な役割を果たし、透明性を求める国内
の市民活動団体への主要な資金提供国のひとつでも
あった。米国による説明責任と透明性に関する取り組
みへの主な資金は、民主主義とガバナンス支援のため
の年間政府予算30億ドルから出されており、これは3
つの組織、すなわちUSAID、国務省、そして全米民主
主義基金（NED）を通じて提供されていた。NEDは議
会から直接資金が割り当てられる独立した非営利組
織で、公式には対外援助予算の一部とはみなされて
いない。透明性と腐敗防止の活動を含むUSAIDと国
務省による民主主義イニシアチブ向けの助成金の大
部分は現在、打ち切られるか、廃止される予定だ。一
方、2025年1月に始まった展開で、米財務省は財務省
口座に保管されていたNEDの資金を凍結し、その事
業を妨害した。NEDは米政府を提訴した1週間後の 
3月に資金へのアクセスを回復したが、トランプ政権は
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現在、2026会計年度予算においてNEDへの資金提
供を完全に廃止するよう議会に要求している。

NEDと国務省に代わって民主主義と腐敗防止の
イニシアチブを実施する米国の主要な2つの組織は、
政党系シンクタンクである米国民主党国際研究所と
国際共和党研究所だが、国務省とUSAIDはこれら
の合計192件の助成金のうち183件を打ち切った34。
測定は難しいが、各国の市民活動団体への打撃も深
刻だ。例えば、ガバナンスに取り組むカンボジアの定
評あるNGOは、米国からの資金削減により総資金の 
50～60%を失ったと報じられており、東南アジアの他
の地域でも同様の影響が見られる35。

グッドガバナンス・プロジェクトに対する米国の支
援は、しばしば米国政府がホスト政府や援助実施者
に対して腐敗と戦うよう政治的圧力をかけることと結
びついていた。しかし、この圧力が薄れつつある。その
一因は、援助が枯渇するにつれて米国の影響力が低
下したこと、そして新たな政治環境において米政府が
ガバナンス問題に干渉する傾向が薄れたことにある。 
2月、トランプ政権は腐敗防止活動への資金提供を削
減する一方で、大統領は新たな大統領令を発令し、米
国企業による外国公務員への贈賄を禁止していた外
国腐敗行為防止法の執行を停止するよう指示したこ
とは注目に値する。

運営環境の悪化
概して米国の資金提供が削減された国における全

体状況の悪化は、ODA機関や援助組織の目標達成を
より困難にしている。日本が提唱した開発計画への包
括的アプローチである「人間の安全保障」が先見的な
のは、脆弱な人々やコミュニティが直面する課題は本
質的に繋がっており、ある側面の悪化が即座に他の
側面に波及することを認識しているからだ36。例えば、
十分な食糧がなければ子どもの学業は難しくなる。学
校給食援助の大部分を提供していたのは米国だった
ため、学業に影響が及ぶ。同様に、収入が減少した世
帯の子どもたち（米国は多目的現金支給の世界最大
の提供国だった）は、児童労働や早期結婚を強いられ
る可能性が高くなる。こうした事態を防ぐために援助
組織が保護プログラムを設計していたにもかかわらず。

状況の悪化がすべてのODA機関や援助実施者に
とって事態をより困難にしていることは、細部を見ると
さらに明らかになる。例えば、米国は殺虫剤処理され
た蚊帳や屋内殺虫剤散布などのマラリア対策におい
て、2国間およびグローバルファンドを通じた世界最大
の資金提供国である。その資金削減は確実にマラリア
の急増を招き、地元の診療所や医療従事者の負担を
増加させ、他のドナーがプライマリヘルスケアを改善
し、疾病と戦うのをより難しくする。

ウガンダ　
援助削減による人間の安全保障への影響

米国からWFPに対する食糧支援が激減したことで、ウガンダのチャカII難民居住区にいる13万5千人
のコンゴ民主共和国出身者が大打撃を受けている。難民1人が1カ月に受け取る配給は4.74ドル相当に
まで減らされ、もともとあった栄養失調は一層厳しいものとなった。家族を養えないと苦しむ男性の自殺
未遂とジェンダーに基づく暴力、少女の早期結婚が急増したとキャンプ管理者は報告している。地元の指
導的立場にある人たちは、近郊の市場への行き帰りに難民の女性や少女が生活のために体を売る事例が
明らかに増えていると語る。一方、居住区内のある中等学校の教師らによると、およそ300人の寄宿生の.
3分の2が学校を辞めた。親たちが教育資金として与えられたものを食費に当てざるを得なくなっているか
らだという。
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例えば、米国からの資金の撤退によりアフガニスタン
の420の医療施設が閉鎖に追い込まれ37、その影響で
現地でのプログラム実施が難しくなっていると日本の
NGOは報告している。同様の状況は、米国援助が重
要な役割を果たしていた複数のセクターでも起こって
おり、他の援助国が意図する成果を得るのが難しくな
っている。表8は、米国の資金提供が特に重要であっ
たサブセクターの一部を示している。

こうした問題は、米国の援助削減のために、コミュ
ニティや地方政府が援助組織に抱いていた信頼が損
なわれたことで悪化している。米国が資金提供する組
織が即時作業停止命令を受けた際、一夜にして主要
なサービスが消失したことは、国籍や資金の出所に
かかわらず、すべてのNGOに対する信頼を損ねた。国
際ボランティア機関協議会は、地元の人々は「資金が 
ドナーによって取り戻される」ことなど考えもしないた
め、国内NGOが資金を盗んだに違いないと思ったと
報告している38。この不信感は、多くのNGOがスタッ
フの大量解雇を余儀なくされたことで助長された。 

スタッフは、十分な事前通知なしに、時には現地の労
働法に違反して解雇されることも少なくなかった。さら
に、米国政府の約束が反故にされるのを目の当たりに
した各国政府が、たとえ信頼できるパートナーからで
あっても、外国政府の約束に警戒心を抱くようになる
のは言うまでもない。

米国の削減が現地パートナーとして採用される途
上国の国内NGOやコミュニティグループに与えた損
害も、今後ODAの実施をより困難にするだろう。規模
の大きな国際NGOは援助削減の打撃を受けながら
も、突然の資金撤退を乗り切る財政基盤を持ち、打ち
切り見直しを働きかけたり、少なくとも費用の全額償
還を主張したりする術を持ち合わせている。しかし、米
国政府から直接助成金を受け取っていたり再受給者
だった小規模な現地NGOは、はるかに弱い立場にあ
る。2025年春にさまざまな組織が資金回復を求めた
動きについて述べたニューヨーク・タイムズの分析によ
ると、「小規模な現地組織は、資金回復からほとんど取
り残された。ワシントンで彼らの声を代弁する者がお
らず、多くの組織が置き去りにされた」39。打ち切られた
ことがわかっている事業の調査では、削減されたもの
の多くは、米国が助成する国際NGOが運営する大規
模事業よりも、ホスト国を拠点とする国内NGOが実施
する小規模な事業だった40。こうした傾向は、2025年
4月に米国からの資金提供を受けていたアフリカの市
民組織364団体を対象とした調査で64％が援助削減
により閉鎖の危機に瀕していると判明したことからも
明らかだ41。

運営環境の悪化は、米国が強力に支援してきた難
民および国内避難民に関するプログラムにおいて特
に深刻だ。難民キャンプは通常、UNHCRによって運
営または共同運営されており、UNHCRはキャンプ内
サービスのための予算を、保健や食糧援助から教育、
保護に至るまで、個々の分野で主導的な役割を果た
すNGOや国際組織である実施パートナーに割り当て
る。米国は一貫してUNHCRの予算の約40％を拠出
し、国務省の人口・難民・移住局（PRM）は、キャンプ
で活動する援助組織への追加的な直接プロジェクト
資金でこれを補完していた42。

出典: OECD加盟国の各種統計情報

表8. 米国ODAに依存する主要サブセクター2021～2023年 
（世界のODAに占める米国の割合）

分野 米国の割合(%)

保健
マラリア対策 87.1
結核対策 70.7

人口・性と生殖に関する健康

HIV/AIDSを含む性感染症対策 95.9

家族計画 53.6

政府と市民社会

公共部門の政策および行政管理 83.6

政府と市民社会一般 47.0

教育

学校給食 72.7

生産部門 (農業、産業、通商)

農業政策及び行政管理 61.2

人道支援

救援調整および支援サービス 58.1

緊急食糧支援 49.7
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その両方の支援の流れが大幅に削減された。米国
は、UNHCRに約束していた資金の相当部分と、食糧、
シェルター、医療の緊急提供（性と生殖に関する医療
は削減された）といった直接的に「命を救う活動」とみ
なされない助成金の多くを削減。これには、児童の人
身売買、ジェンダーに基づく暴力、LGBT迫害と闘うた
めのほとんどの「保護活動」、難民に就労や起業のた
めの職業スキルを与える「生計活動」、そして女性の 
リーダーシップやジェンダー平等に関するプログラム
の削減が含まれた。トランプ政権は、「命を救う」ものか
を判断基準にどのプログラムを維持するかを決めると
の姿勢を崩していないが、一部難民キャンプにおける
医療支援など、明らかに命を救う活動であっても打ち
切られたものがある。

これに加えて、UNHCRは世界中の難民キャンプに
おける実施パートナーに対して、予算削減を転嫁せざ
るを得なくなった。UNHCRは時に、米国が活動を分
類する3つの階層を指標として使った。階層1は「命を
救う活動」であり、これは継続が許可された。階層2は

「重要だが即座に生命にかかわることなく遅らせるこ
とが可能な活動」とされ、その一部は中断された。そし
て階層3は「緊急性の低い活動」とされ、多くが中止さ
れた。

スーダン内戦を逃れてくる難民が殺到している
南スーダンの事例は、状況をとてもよく表している。
清潔な水の提供は階層1の命を守る活動と見なさ
れ、UNHCRはわずかな予算ながら実施パートナー
に資金を供給し続けている。難民通過地点の管理や
新規難民の登録は階層2とみなされて停止。このため
新規難民は、キャンプや居住地へ完全に移行できな
いまま、柵で囲まれた受け入れセンターの共同住宅に
閉じ込められている。つまり、移動の自由がほとんどな
く、家族ごとに個別のシェルターを得たり、社会サービ
スを利用したり、小さな菜園を耕したり、自力で収入を
得ることができない状態が続いているということだ43。 
また、UNHCRは階層3の活動予算を完全に撤回せ
ざるを得なくなり、例えば、難民女性や少女にとって
唯一の生理ナプキンの供給源であった生理衛生プロ
グラムは終了となり、ジェンダーに基づく暴力の犠牲
となった女性のためのカウンセリングおよび法的通報

メカニズムは廃止され、コレラ流行が迫っているにも
かかわらず、難民のための抗コレラ教育プログラムは 
終了した。

食糧援助の削減は特に大きな打撃を与えてい
る。WFPはキャンプ内の難民への食糧および食糧購
入のための現金の主な供給者だが、シンディ・マケイン
事務局長は米国資金の削減により予算の40％を失っ
たと報告している44。その結果、以下のように食糧援助
は世界中で大幅に削減された。

	• 2025年6月には、ウガンダにいる180万人の難民の
うち100万人に対するWFPの配給が完全に廃止
された45。残る最も脆弱な家族への配給も大幅に
削減された。

	• 南スーダンのスーダン難民への食糧援助は50％
削減された。

	• バングラデシュ・コックスバザールのロヒンギャ難
民への支援は、ほぼ半減（その後、他のドナーが救
済に乗り出した）した。

	• 約30万人が生活するケニアのカクマ難民キャンプ
の食糧配給が減り、1日あたりの量は推奨栄養摂
取量のわずか28％にまで減少した46

こうした食糧の減少はすでに死者を出す衝突を生
んでいる。例えばカクマ難民キャンプでは、削減が暴
力的なデモを引き起こし、難民4人が警察に撃ち殺さ
れた。食糧の減少は、難民とホストコミュニティ間の緊
張も煽っており、援助組織が効果的に活動するのをさ
らに困難にしている。ウガンダにいる日本のNGO職員
によると、「飢えた難民が自分たちの庭から盗みを働い
ている」と地元住民が非難しはじめたという47。難民キ
ャンプでホストコミュニティの人々を雇用することは、
地元住民が外国人を支援するためのバランスを保つ
役割を果たしており、多くの援助組織は揚水ポンプ技
術者や建設作業員などとして一定割合の地元住民を
雇用することを原則としていた。しかし、現地NGO職員
と同じく、地元の従業員も資金削減のため突然解雇さ
れたり給与を減らされたりしたため、地元住民と難民
の間で不満が募る原因となっている。
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ミャンマー　
2025年のミャンマー大地震と米国のリーダシップ欠如

2025年3月、マグニチュード7.7の大地震が紛争に喘ぐミャンマーを襲い、何千人もが犠牲になった。通
常であれば、USAIDは24時間から48時間の間にDARTチームを派遣し、救命救急活動の調整にあたり、
他の西側諸国のチームのために準備をするが、USAIDを解体してしまっていた米国は、50人から100人
の専門家を派遣する代わりにわずか3人のチームしか派遣できなかった。中国の救助隊が翌日には現場
に立っていたのと対照的に、ミャンマー軍政が外国の救助隊受け入れを渋ったこともありDARTチームが.
ミャンマー入りしたのは地震から1週間以上後のことだった。 
ミャンマー軍政は海外からの人道援助を遠ざけてきたが、過去においては米政府は速やかにDART.
チームや他国の人道支援者を受け入れるよう圧力をかけてきた。だが今回の地震では米国は影響力を.
使ったり、軍政に圧力をかけることはしなかったため、米国のNGOはミャンマー入りすることができな.
かった。ピースウィンズの日本チームは地震発生から1週間、DARTより1日早く被災地に入ったが、これは
先進民主主義国家から1ヶ月以内に現場に入れた唯一のチームだった。中国は大々的宣伝を繰り広げた
が、地震の被災者は支援の手が足りないことで大きな苦痛を味わった。多くの生存者が48時間以内に受
けるべき怪我の治療を1週間から2週間も待たなければならなかったのだ49。

米国リーダーシップの空白
多額のODA予算、一貫した政治的コミットメント、強

力な対外援助機関により、米国は開発および人道支
援分野で並外れた影響力を行使してきた。米国はこの
影響力を自国の利益追求に利用してきたが、そのやり
方は概ね人道原則を推進し、ODAを受け取る国と日
本をはじめとする同盟国の双方に利益をもたらしてき
た。米国の突然の撤退によって生じたリーダーシップ
の空白は、これらすべてを脅かしている。

米国は長らく、市民社会の強力な擁護者であ
り、ODAの大部分をNGOを通じて提供し、受入政府
に対し、人道支援活動家や市民活動団体が自由に活
動できるよう促してきた。しかし、こうした姿勢はすべて
過去のものとなった。それは、米国の対外援助からの
撤退だけでなく、トランプ大統領が2025年2月6日に出
した資金拠出方針に関する省庁トップへの指示の中
で、一部NGOが「米国国民の安全保障、繁栄、安全を
損なっている」と非難した48ことにも象徴される。このよ
うな言葉遣いは、歴代米国大統領が残した先例とは
異なるものだ。権威主義的傾向を持つ受入政府は、市
民活動を弾圧しても米国の反発を心配する必要がな
いという明確なメッセージを受け取ったはずだ。

リーダーシップの空白は医療分野でも深刻に受け
止められている。過去数十年にわたり、ホワイトハウス

はその招集力を活かして、グローバルファンド、Gaviワ
クチン・アライアンス、パンデミック基金などのグローバ
ルヘルス機関の誓約会議を組織してきた。米国政府
が乗り出すと、他のドナー国も貢献する義務を感じて
いた。だが、今、トランプ政権はこれらの機関の大半を
公然と軽視するだけでなく、Gaviのような団体から以
前に約束した資金の引き揚げを試みている。

米国のリーダーシップの低下と資金削減は、パン
デミックへの備えと疾病監視にも大きな打撃を与え
ている。米政府はかつて世界健康安全保障アジェ
ンダ（GHSA）の主要な提唱者であり、USAIDは年
間約9億ドルを投じ50、さらにアメリカ疾病予防管理 
センター（CDC）、国立衛生研究所（NIH）などの機関
を通じて追加の助成金を提供することで、その言葉を
行動に移してきた。これらは貧しい国々が検査能力を
高め、疾病監視の専門知識を蓄え、情報共有プラット
フォームを構築するのに役立った。こうした資金の多く
は急速に破棄され、最先端にいた米国政府の医療専
門家の多くは解雇されるか辞職を余儀なくされた。そ
の一方で、新たなアウトブレイクを監視する継続的な
取り組みは、トランプ政権が、CDC職員に対し、定期的
に疫学情報を交換していた世界保健機関（WHO）担
当者とのすべての連絡を絶つよう指示したことで妨げ
られている。2025年4月のWHOの調査によると、106
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のWHO各国事務所があげた保健システムにおける
最大の直接的な混乱は、「アウトブレイク警報の検知
報告および対応サービス」だった51。その結果、HIVや
結核など死につながる主要な病に対する治療を受け
られる人が減少している中で、あらゆる感染症の再流
行や薬剤耐性の拡大を追跡する能力と、新たな危険
な病原体を検出する能力が世界同時に阻害されて 
いる。

米国のリーダーシップの消失は、女性のリーダー 
シップとジェンダー平等、そして民主的ガバナンスの支
援といった分野でも顕著である。トランプ政権が発足
して最初に行ったことのひとつは、助成を受けるすべ
ての組織に対し、「いかなるレベル、いかなる活動にお
いても、『多様性、平等性、包摂性（DEI）』を促進する
ために米国資金が使用されていない」ことを証明する
誓約書への署名を義務付けたことだった。多くの人々
はこのメッセージを、女性のリーダーシップを推進す
るいかなる活動にも参加することがもはや許されない
という意味だと受け取ったが、「女性」や「ジェンダー」
という言葉を含む事業が、他のものよりもはるかに高
率で取り消されているような状況下で、この認識はさ
らに強まった。米国は民主的機関への資金提供の主
要な提唱国のひとつでもあったが、この分野への広範
な資金提供も次 と々打ち切り始めた。マルコ・ルビオ
国務長官はこうした事業を「体制転換作戦」52と批判
した。2025年6月、トランプ政権は国務省に対し、民主
主義・人権・労働局を閉鎖し、世界中のNGOに提供し
ていた残りの民主主義促進プログラム助成金のうち 
2つを除くすべてを終了するよう指示することで、その
姿勢を強固にした53。

ODAに対する政治的反対の助長
米国による開発・人道支援からの撤退が開発エコ

システムに与える影響の残るひとつは、他国のポピュ
リスト勢力による自国のODA予算の削減要求を助長
すると同時に、財政赤字を削減するための政治的に 

「コストのかからない」方法としてODA削減を主流派
の政治家が受け入れることの隠れ蓑になることだ。

米国資金削減の政治的波及効果はすでに英国
で見られ、労働党のスターマー首相は、国民総収入
の0.5％から0.3％へと国家ODA目標の40％削減を
発表した。4年前に0.7％から引き下げられたばかり
であるにもかかわらず。この措置は2025年2月25日、 
スターマー首相がトランプ大統領と会談するために
ホワイトハウスを初訪問する2日前に取られたもので、
国防費の増額を発表してトランプ政権を懐柔できるよ
う、財政余地を確保するためのあからさまな試みであ
った。同様の傾向はドイツでも進行中で、トランプ政権
からの圧力でNATOが大幅な防衛費増額を約束した
後、独政府は予算案で国防費の増額とODA削減を提
案している。

もしも、米国などが国際貢献の責任を逃れても問題
ないとの立場をとるなら、なぜ日本が追随すべきでな
いかを説明するのは日本の指導層にとって一層難し
くなる。USAIDへの攻撃や、イーロン・マスクやトラン
プ政権に近い人々が増幅した米国ODAに関する陰
謀論と関連して、JICAと日本のODAに対する批判が
ソーシャルメディアで湧き上がったことは記憶に新し
い。トランプ政権は日本に防衛予算をGDPの3％超に
引き上げるよう圧力を強めている。日本は2％を目標に
掲げているが、歴史的に1％の枠を守ってきたことを考
えると、すでに大幅増額だ54。そんな中で、日本政府が
ODA予算を維持するのはこれまで以上に難しくなる
かもしれない。
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戦略的含意6
米国対外援助の瓦解は日本に新たなリスクをもたら

し、日米開発協力が最も効果的に機能してきた重要
地域において戦略的空白を作り出した。半世紀以上に
わたって、米国の対外支援は自国の利益、同盟強化、
地域と世界の安定を推進する基盤として機能してき
た。加えて、日米同盟ほど、開発協力の永続的な価値
を明確に反映したパートナーシップはほとんどない。
この同盟は、共有する民主的価値観と経済相互依存
だけでなく、世界の発展とインド太平洋地域の安定
への共同コミットメントにも根差している。何十年もの
間、USAIDとJICAは手を取り合って持続可能なイン
フラ、保健教育システムの構築、民主的統治の強化を
促進してきた。こうした努力は共通の価値観、経済機
会の拡大を補強し、日米双方の利益に合致する形で
地域の安定に寄与してきた。

しかし、これらすべてを下支えしてきた基盤が今、
崩れようとしている。戦略的競争の時代、USAIDを解
体し、米国の対外援助予算を削減することは、日米協
力の重要な柱を損ない、開発イニシアチブに空白を作
り、中国政府が影響力を拡大する余地を広げている。
削減はすでにインド太平洋における日米共同の取り組
みを弱体化させ、地域の喫緊の開発課題に対応する
能力を削ぎ、米政府のプレゼンスに対する各国政府の
信頼を揺るがしている。同時に、他の地域においても競
合相手に対して、日米の戦略的影響力を低下させて 
いる。

米中の戦略的競争と開発の領域
激しさを増す米中対立は、軍事態勢、輸出規制、貿

易・関税にとどまらず、開発融資という争いの領域でま
すます顕在化している。中国の一帯一路政策は開始
から20年近くが経ち、8千800億ドルを超えるインフラ
資金を提供してきたが、多くの場合、不透明な融資契
約と最低限の説明責任で構築されている。デジタル空
間、エネルギー、多国間機関における影響力の拡大な
ど、開発メカニズムを通じて影響力を拡大しようとする
中国の取り組みは、国際協力のグローバルな規範を、

より取引的でトップダウンのモデルへと転換させつつ
ある。

対照的に日本は、長年にわたり質の高いインフラ、
有償資金協力、そして受入国のオーナーシップと環
境・社会セーフガードに結びついた開発を重視してき
た。日米開発パートナーシップは、アジアにおける米国
の礎石である。長年、日本と米国は質の高いインフラ
案件を認証する「ブルードット・ネットワーク」や2019
年に大阪サミットで提唱した「質の高いインフラ投資 
パートナーシップ」といったイニシアチブを通じて緊密
に連携し、権威主義的な援助に対抗する高水準の代
替案を提示してきた。

その連携はトランプ政権下で弱体化した。USAID
が骨抜きにされ、国務省の優先事項が短期的で取引
的アプローチに再編され、多国間連携が格下げされ
たことで、長期的な開発努力を持続させるパートナー
として米国の信頼性が低下している。透明性、持続可
能性、包摂的成長の規範を保つ責任は、とりわけ中国
が積極的に進出するインド太平洋地域において、より
一層日本の肩にかかってくる。

ここ数年で、この協力の重要な例のひとつは、今は
機能していない「米日・質の高いインフラ・パートナー
シップ」であった。これは、高水準で透明性のあるイン
フラ開発を促進することで、中国の一帯一路に対する
信頼できる代替案を提供することを目指していた。日
米共同の資金提供と技術支援は、ベトナムでのエネル
ギーアクセスの改善、フィリピンでの交通網の開発、ス
リランカでの港湾インフラの近代化に貢献した。これ
らのプロジェクトは、地域の連結性だけでなく、丸紅、
日立、三菱重工業などの日本企業にとってのビジネス
機会も支援し、ルールに基づく秩序を強化した。

こうした成果の多くが危険に晒されている。トランプ
政権によるUSAIDの地域インフラ・エネルギーイニシ
アチブの空洞化を含む開発資金の大幅な削減は、主
要なプログラムの縮小または中止を余儀なくした。例
えば、インドネシア、バングラデシュなどでの腐敗対策
や公開調達を促進するために日本の支援を含む米国
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主導の「インド太平洋透明性イニシアチブ」は、ほぼ棚
上げされた。基準の劣化は、中国からの不透明な資金
調達と中国型ガバナンスモデルが根付く余地をすでに
生み出しており、民主的制度や、日米双方の企業が公
正な競争に参加することを阻んでいる。

同様に厄介なのは、米国が資金提供していた 
「ブルードット・ネットワーク」への支援が停止された
ことだ。これは、信頼できるインフラ開発を促進するた
めに、米国、日本、オーストラリアが立ち上げたマルチス
テークホルダー認証メカニズムである。日本はコミット
メントを維持しているものの、米国からの持続的な政
治的・財政的支援の欠如のために取り組みは漂流状
態となり、日本が責任ある投資基準を促進するのを妨
げている。実質的には、より多くの橋、道路、港が透明
性や説明責任なしに建設され、日本の品質や持続可
能性の基準に及ばない中国の国有企業によって建設
されるケースが増えることを意味している。

その影響はインフラ建設にとどまらない。フィリピン
では、USAIDのデジタル・ガバナンスおよびサイバー
セキュリティ・プログラム（デジタル接続・サイバーセキ
ュリティパートナーシップ［DCCP］の一部）の停止に
より、安全でオープンなデジタル・エコシステムを開発
するための米国、日本、フィリピンの3者協力が損なわ
れた55。NTTやNECなどの日本企業は、中国の華為 

（ファーウェイ）のネットワークに代わるものを提供し
ようと試みてきたが、すでに中国のデジタルインフラが
標準となっている市場で、より厳しい逆風に直面してい
る。一方、データプライバシー、デジタル基準、サプライ
チェーンのセキュリティ促進に関する日本自身の国益
もさらなる危険に晒されている。

かつて日米協力の重要ポイントであった保健安全
保障さえも苦境に陥っている。米国の保健資金の突然
の削減により、東南アジアでの共同公衆衛生研究施
設とパンデミック対策プログラムが閉鎖された。これに
は、CDCとJICAの職員が最前線の医療従事者を共
同で訓練し、早期警戒システムを支援してきたベトナ
ムやタイでの取り組みも含まれる。こうした能力が低下
した今、地域全体が気候変動に関連する媒介性疾患
と新たな人獣共通感染症の脅威の再燃に備えなけれ
ばならない中で、日本の疾病予防努力が危険に晒され
ている。

さらに、こうした共同努力の解消は、米国や日本、ま
た志を同じくするパートナー間で現れ始めていたより
広範な3者の開発協力体制を危うくしている。太平洋
諸島や南アジアで、JICAはガバナンス支援、気候変動
適応支援、クリーンエネルギーへの資金提供を行うた
めにUSAIDと連携を深めていた。こうしたプログラム
は、グローバルな開発リーダーとしての日本の役割を
増大しただけでなく、米国が不可欠な戦略的パートナ
ーとして機能する中で、アジア全域で民主的なレジリ
エンスを支援する中心的な役割を担う国として日本を
位置づけた。その3者機構の基盤が今、侵食されつつ
ある。

ソロモン諸島の事例は示唆に富む。今年初めに米
国が民主主義支援プログラムから撤退した後、中国
はすぐさま新たな融資と地元警察および政治エリート
への直接支援で空白を埋める動きを見せた。これによ
り、日本は不安定な立場に置かれており、日本自身の
ガバナンスおよび警察支援の努力が矮小化されるか
取り込まれる危険がある。その結果生じる影響力の喪
失は、民主的ガバナンスだけでなく、重要なシーレーン
の安全保障や地域の政治的連携にも影響を及ぼす。

以上のような展開が、地域開発における長期的な
パートナーとしての米国の信頼性について、日本で深
刻な疑問を招くのは当然である。かつて日米開発関係
を安定化の力であり、戦略的連携の静かな原動力と
見なしていた日本の当局者は、今や再調整を余儀なく
されていると私的に打ち明ける。米国の関与がなけれ
ば、日本の2国間援助努力は政治的反発を受けやすく
なり、中国の対抗措置に晒されて、規模を拡大しにくく
なる。

日本政府は開発におけるプレゼンスを拡大するため
の措置を講じてきたが、歴史的に類を見ないほど補完
的であった米国の役割、すなわち外交的な重みをもた
らし、民間資本を動員し、グローバル公共財を大規模
に保証するという役割を代替することはできない。米
国からのコミットメントがなければ、日本が地域におけ
るビジョンを追求することは難しくなり、中国がルール
形成することは容易になる。
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戦略の最前線：地域において日本が受ける影響
米国による援助削減の影響は世界各地でさまざま

だ。日本にとっての戦略的なコストと潜在的なリーダー
シップの機会も、地域によって異なる。

東南アジア：日本のインド太平洋ビジョンの核心であ
る東南アジアは、日米の開発協力が最も成熟している
地域である。インフラから公衆衛生、サイバーガバナン
スに至るまで、3者協力は静かに、しかし強力に地域
の規範を強化してきた。USAIDの「インド太平洋透明
性イニシアチブ」と「デジタル接続・サイバーセキュリテ
ィパートナーシップ(DCCP)」に対する支援停止によ
り、NECやNTTといった日本企業は中国の基準や監
視インフラが支配する環境での活動を余儀なくされて
いる。インドネシアやフィリピンでは、かつて同盟の成
功を象徴していたガバナンスとデジタル開放性におけ
る進展が侵食されつつある。一方、中国は米国に代わ
って地雷除去支援に440万ドルを拠出し、UNICEFを
通じて子どもの教育と栄養プログラムに多大なコミット
メントを行うなど、カンボジアのような国々で影響力を
固めつつある56。

南アジア：インドは依然として重要なパートナーである
が、バングラデシュやネパールのような不安定な状況
における日本の活動はより厳しくなっている。気候変
動へのレジリエンスと女性のエンパワーメントに関す
る米国のプログラムの縮小は、脆弱な住民への支援
を維持する負担をJICAと国際協力銀行に転嫁してい
る。中国はこの空白に素早くつけこみ、かつてスリラン
カのハンバントタ港やパキスタンのグワダル港などで
行ったのと同じように、デジタルインフラ協定や不透明
な港湾融資を進めている。また、米国の支援削減で配
給量が減った後、バングラデシュのコックスバザール
にいる4万5千人のロヒンギャ難民に対し、3カ月分の
食糧を賄うのに十分な資金をWFPに拠出するなど、
戦略的地域で迅速な動きを見せている57。

太平洋諸島：地政学的に後回しにされがちだった太
平洋諸島は、中国が積極的に影響力拡大を図る中、
激しい戦略的競争の舞台となっている。ソロモン諸島
やフィジーのような国々における民主的レジリエンスと

経済多角化を促進する日本の努力は、中国の安全保
障協定や直接の財政支援によって損なわれつつある。
米国の民主主義支援や、BOSS（Climate Ready for 
Big Ocean State Sustainability）の後継プログラム
のような気候変動資金メカニズムの削減は、日本を無
防備な状態にした。その結果、海洋状況把握と環太平
洋ロジスティクスにとって重要な地域における日米の
影響力低下が起きるかもしれない。

アフリカ：アフリカでは、ロシアが安全保障協力と採掘
部門の取引を利用して、サヘル、中央アフリカ共和国、
スーダンで存在感を高めている。中国もインフラ資金
援助や地元支配層に利益をもたらすプログラムで同
様のアプローチをとっている。米国がアフリカでの市
民支援から手を引く中、日本のODAは、権威主義的か
つ取引重視の国々が形成する競争の場に挑まなけれ
ばならないことが増えている。日本のTICAD（アフリカ
開発会議）への長年のコミットメントが、中国やロシア
の代替案との競争激化に直面していることは驚くには
当たらない。

中央アジア：歴史的に日本の主要な焦点ではなかっ
た中央アジアは、現在、連結性、レアアース、地域バラ
ンスをめぐる戦略的な重要性を帯びている。中国が一
帯一路の足跡を深め、ロシアが安全保障協定や政治
的保護を通じて影響力を再主張する中、日米のガバナ
ンスおよび経済プログラムの不在は、現地支配層にと
って権威主義的な支援を受けた開発以外の選択の幅
を狭めている。こうした傾向は、市民社会とインフラ基
準が、日米韓3カ国の支援を受けて初期の有望な兆
候を示していたカザフスタンとウズベキスタンで顕著で
ある。

2国間および地域パートナーシップのみならず、米国
の撤退は、開発規範が形成される多国間連携の場に
も影響を及ぼしている。日本と米国は現在、多国間開
発銀行、国連機関、地域組織内での影響力をめぐり、
激しい競争に直面している。これらの機関における米
国の資金提供と外交的関与の縮小は、中国（そして、よ
り小規模だがロシア）が議題設定、人員配置、条件設
定基準に対する支配力を増すことを許している。例え
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ば、2025年5月、中国は、米国からの支援喪失を相殺
する資金を求めるWHOに対し、追加で5億ドルを拠
出すると発表し、最大のドナーとして米国に取って代
わろうとしている58。

日本がより大きな役割を果たさない限り、様々な国
際機関におけるこのような動きは、世界の開発ガバナ

ンスが透明性や権利に基づく原則から逸脱するリス
クがある。開発援助における日本の戦略的姿勢は、米
国の関与を前提としない時代に適応しなければなら
ない。日本政府が今日、リーダーシップ、リスク、パート
ナーシップについて下す選択は、日本の影響力だけで
なく、世界の開発の広範な構造をも形成する。
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わかったことと提言7
発展途上国の多くの人々にとって米国のODAから

の撤退が壊滅的なものである一方、日本の機関に与え
る直接的な影響は、これまでのところ管理可能なもの
だった。しかし、それはより悩ましい現実を覆い隠して
いる。つまり、間接的な影響は体系的で、かつ深刻なも
のだということだ。米国が支援していたプログラムの崩
壊は、人道支援メカニズムからオープンソース・データ
プラットフォームに至るまで、日本が長年依存してきた
世界的公共財を空洞化させ、日本のODAがより大き
な障害、脆弱なパートナー、より敵対的な政治的状況
に直面せざるを得ない環境を作り出した。

同様に懸念されるのは、この空白が中国とロシアに
よって埋められる恐れがあることだ。米国の撤退は、権
威主義的な国々が影響力を拡大し、デジタルおよびガ
バナンスの規範を自らに有利なように形成し、米国と
日本が何十年も掲げてきた自由主義的秩序への支持
を侵食する扉を開いている。

なぜ今、事態が緊迫しているのかといえば、即効性
のある解決策がないからだ。米国援助インフラへの損
害は、単に資金の問題ではない。制度の解体、人材の
空洞化、NGOおよび民間請負業者、とりわけ最前線
の脆弱国家を支援する者たちの基盤の崩壊は、たとえ
政治的意志があったとしても、米国援助が運用上の足
場を取り戻すには2年以上かかる可能性があることを
意味する。そして、2025年以前のレベルに資金を回復
させる意欲が米議会にほとんどない現状では、開発お
よび人道支援分野における米国の不在が長期に及ぶ
ことを覚悟せざるを得ない。

最も大きな打撃を受けているのは、強靭な援助シス
テムにとって不可欠なアクター、すなわち、国連機関
のような豊富な資金力や外交的地位を持たない現地
のNGO、国際NGO、国内の請負業者、その他の実施 
パートナーである。こうした組織の崩壊は、米国の関与
だけでなく、JICAのような日本の機関も活動する援助
エコシステム全体の基盤を弱める。

セクター別の影響は明確である。人道支援、地球
規模の保健（特に性と生殖に関する健康、および感染

症）、市民社会とガバナンス、気候変動対策、女性・女
子・疎外されたコミュニティへの支援は、すべて連鎖的
破綻の危機に直面している。単独でこの空白を埋める
ことのできるドナーはいない。しかし、これらの長期的
不足がもたらすもの、すなわち脆弱性の増大、民主主
義の後退、統治なきデジタルおよび気候関連空間の
被害は、はるかに大きなものになる。

地理的には、ソマリア、アフガニスタン、南スーダン、
ハイチのような脆弱で紛争の影響を受ける国家は、深
刻なリスクに直面している。また、米国による保健部門
への投資が支えていたアフリカ諸国、特に米国大統領
エイズ救済緊急計画（PEPFAR）やマラリア関連資金
に依存してきた国々は、深刻な危機に瀕している。同様
に、自由連合盟約を通じて米国との関係が構築されて
いる太平洋島嶼国も、米国の対外援助と国内予算削
減の両方によって危険な状態にある。

難民と国内避難民は特に脆弱である。とりわけ、移
動制限により外部の食糧、サービス、就職機会へのア
クセスが困難な（コックスバザールのような）キャンプ
に閉じ込められている人々である。米国はUNHCR、国
際移住機関（IOM）、および難民を支援するNGOに巨
額の資金を提供してきたため、削減はすでにサービス
低下と深刻な不安定化をもたらしている。

これは単なる開発政策の問題ではない。日米同盟
の戦略的整合性の問題でもあり、苦労して得た地政
学的影響力が危険に晒されるとともに、日本がより大
きな役割を担い、競合国を食い止めるという二重の責
務を担わなければならないという関係性の変化が生
じているのだ。より戦略的アプローチをとるために、日
米両国が個別に、そして共同してできることは多い。

日本の対応と好機
米国が後退し、欧州の貢献にも制約がかかる中、世

界の開発コミュニティは日本に目を向けつつある。日本
はもはや単なる出資国としてだけでなく、不安定化す
る世界における安定の柱として見なされるようになっ
ている。日本はウクライナなどでそのリーダーシップに
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評価を得ているが、さらなる貢献への要望は急速に高
まっている。日本は単独で米国が抜けた空白を埋める
ことはできない。だが、人的にも、日本の利益を追求す
る上でも、ODA予算を維持し、特定の分野で援助を
梃子に使うことで、大きな力になり得る。

今後、日本の政策立案者が念頭に置くべき点はいく
つかある。

	• 国内的には、米国の先例に倣って海外援助を削減
するよう圧力がかかるかもしれない。しかし、それは
間違いだ。日本の戦略的計算は逆の方向を指して
いる。ODAを現在の水準で維持するか、あるいは
控えめにでも増額することは、賢明な投資である。
日本の開発資金は国民所得のごく一部（2024年
GNIの0.39%）59に過ぎないが、日本の国際的地
位、地域における影響力、経済的リーチの基盤を支
えている。今、後退することは、人道的成果だけでな
く、国家の中核的利益をも損なうことになる。

	• 今この瞬間、日本のリーダーシップが通常以上に
響きわたる好機である。ODAのわずかな増加でさ
え、それ以上に大きな外交的見返りをもたらし得る
からだ。しかも日本には資金以外の影響力がある。
日本は開発問題を日米対話の最前線に置き、G7
諸国に対し支援目標への再コミットメントを強く求
め、グローバルファンド、感染症流行対策イノベー
ション連合（CEPI）、パンデミックファンドのような
多国間資金調達メカニズムを安定させる手助けを
すべきである。

	• 援助をめぐる環境が変化する中で効果を維持する
ためには、日本の機関もその姿勢を適応させる必
要があるかもしれない。JICAや外務省は、より少な
い場所により集中して多額を支出することで、長期
的なコミットメントをもって、アプローチをより戦略
的にすることを検討すべきである。また、パートナー
が活動を継続できるよう、NGOへの資金提供、特
に間接経費の許容や人員上限について、より柔軟
性を持たせることが役立つだろう。多くのNGOが
米国の資金提供によって得られていた余裕と機動
性を失った今、これは特に重要である。

	• 日本が長年にわたり主導してきたユニバーサル・ヘ
ルスケアは今、危機に瀕している。米国の技術的・
財政的支援が後退する中、日本のプログラムが決
定的な能力不足を埋めない限り、劣勢に陥る危険
がある。デジタルインフラについても同様である。日
本の「信頼ある自由なデータ流通（DFFT）」イニシ
アチブは、中国の監視拡散に対する民主主義的な
対抗軸を提供する。東南アジアやアフリカにおい
て、オープンソースで権利を尊重するデジタルネッ
トワークを拡大することは、非常に重要な役割を果
たす。ひとたび基準が設定されれば今後何十年に
もわたってその影響が及ぶからだ。

	• ガバナンスに関しては、日本は従来通り他国の政治
システムへの不干渉の姿勢を貫くか、より積極的な
役割を担うのかを検討する必要がある。米国の民
主主義支援が後退する中で、市民社会、法的エン
パワーメント、腐敗防止イニシアチブに的を絞った
日本の支援は、不安定な環境を安定させ、原則に
基づいたアクターとしての日本の信頼性を高めるこ
とにつながるだろう。

	• 気候変動対策資金は、米国が空けた領域に日本
が進出できるもうひとつの分野である。国際協力
銀行がアジアのエネルギー転換に150億ドルを 
コミットしたことは大きな成果であったが、その後
の進捗は今一歩だ。今こそ、実施を加速させ、世
界のESG（環境・社会・ガバナンス）基準とCOP28 

（国連気候変動枠組条約第28回締結国会議）目
標に合致させる時である。

	• 最後に、日本のインフラ融資は質と透明性の模範
であり続けている。しばしば債務危機を招く中国支
援の巨大プロジェクトと異なり、日本の投資は確実
な返済能力、被援助国の主体性、耐久性で知られ
る。多くの国がインフラリスクを再評価している今、
日本にとっては高水準な代替案としてのブランドを
強化するチャンスである。

米国の対応と機会
米国の対外援助の解体は、ワシントンの多くの人々

が予想していたよりも速く進んでいる。議会および政権
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の指導者たちは、失われたものの全容、つまり単なる
金額ではなく、外交的影響力、省庁間能力、そして運
用上の信頼性まで含めてどれほどのものが失われた
かを、今頃ようやく認識し始めている。トランプ大統領
とルビオ国務長官は、「一層の説明責任、戦略、効率
性」を持って対外支援を行うと誓約した60。今こそ、ふ
たりは削減から方向性を変えて、米国の利益をきちん
と進めるために何をするのかを行動で示す時だ。その
ために米国の政策立案者が考慮すべきことは以下の
ポイントだ。

• 米国国内には、トランプ政権高官が約束したように
対外援助を再開することを強く支持する有権者が
いる。およそ10人に8人が命を救う人道支援に賛
成しており、経済発展と民主主義を促進するため
の対外援助には大多数が賛同している61。

• 突然の対外援助削減はすでに米国の国家利益に
永続的な損害を与えており、修復が遅れるほどコス
トは高くなる。同盟国は再調整を行い、競争相手は
前進している。被援助国政府や実施パートナーは、
より信頼性が高く安定的なアクターへと戦略をシフ
トさせている。開発における米国のリーダーシップ
が将来を見据えて何らかの意味を持つためには、
議会をはじめとする政界の真剣な支えを得て、静か
に、しかし計画的に、再建という困難な作業に着手
しなければならない。

• 米国は今、当初の「削減」フェイズから「ニューノー
マル」へと移行しつつある。であればこそ、米国の関
与は縮小しても放棄されたわけではないことをパー
トナーに伝える明確なシグナルを出すことが喫緊
の課題である。予測可能なプロセスと首尾一貫し
た優先順位がなければ、被援助国政府は協力をた
めらい、簡単には得られない最前線の実行者の信
頼は失われ続けるだろう。回復は一挙には起こらな
いが、意図の明確化が最初のステップである。

• トランプ政権が約束を果たすために、米国務省は
USAIDの対外援助機能が地域局に吸収されるの
にあわせて、事業を適切に引き継ぐために十分な
人員を配置し、新たなプロセスを確立する必要があ

る。しかし、これまでのところ、米国の長期開発目標
を真に推進するプロジェクトを特定し、プログラム
を監視して有効性を最大化し、無駄や不正を最小
限に抑え、他の開発関係者と十分に連携して目的
が相反することを避け、米国の支援が実行パート
ナーの全面的なコミットメントに足るほど安定し信
頼性があることを十分に保証するための、適切な人
員配置やシステムが導入されている兆候はない。

日米開発協力の未来
30年以上にわたり、日米開発協力は世界の安定の

静かな原動力であり、歴代政権・首相の下で成果を生
み出してきた。今日、その遺産は脅威に晒されている。
かつて共同で計画・実行されてきた事業は、米国の後
退によって停滞したり、断ち切られたりしている。日米
同盟と開発にコミットする政策立案者は、以下の点を
考慮すべきである。

• 開発と人道援助に関わる日米のパートナーシップ
は贅沢なものではなく、広範な日米同盟にとって不
可欠な補完物である。両国が防衛・外交協力を深
めるにつれて、開発は戦略的関与の第三の柱とし
て再活性化されなければならない。それがなけれ
ば、日米同盟はグローバルサウスにおける不均衡と
関与の低下を招きかねない。

• 日本は、このプロセスを促進する上で独特の立場
にある。米国がかつて日本の行動を促すために「外
圧」を使ったのとは対照的に、今はその逆が有効か
もしれない。日本の指導者、特に議員が党派を超え
て米国議員に直接語りかけることは、米国の戦略
的議論の中で開発を再定着させるのに役立つだろ
う。議員からのメッセージは重みと緊急性を持つ。

• 日米パートナーシップを再び活性化するための道
は平坦ではないだろう。組織的な損失と政治的不
確実性は近い将来の行動を困難にしている。しか
し、今すぐ始めることには価値がある。政策通のベ
テラン、議員、市民社会のリーダーたちを一堂に集
める「トラック1.5」または「トラック2」対話は、段階
的な再関与と共通のビジョン作りの基礎を築くこ
とができる。そこから、的を絞った共同イニシアチブ
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が、勢いを取り戻し、たとえ流動的な時代にあって
もパートナーシップが存続することを示すのに役立
つはずだ。

世界は、開発における日米のリーダシップとパート
ナーシップを必要としている。そして、両国の国家安全
保障上の利益は、この重要な分野における連携関与
なしには成り立たない。大国間の競争が激化し、権威
主義が高まる上に、気候変動、感染症拡大、難民など
世界の危機が連鎖する時代にあって、影響力、正当
性、そして何より世界の安定のために、開発援助は決
定的な領域である。日本は従来、米国の歩みに合わせ
て、グローバルサウスの要請に応じる形で安定的に関
与する信頼に足るパートナーとして、静かなリーダーシ
ップを発揮してきた。だが現在の状況は、こうした関係
性の根本的な再考を迫っている。アフリカ、アジア、ラテ
ンアメリカの指導者たち、そして米国の人 も々日本が 
もっと目に見える指導的な役割を担うために前に出る
ことを期待している。具体的には、ポピュリスト的孤立
主義の潮流に抗い、ODAに対する安定した政治的コ
ミットメントを示し、他国の援助疲れが生んだ空白と
政治的不安定を戦略的に埋めることである。

国際的な世論調査では、東南アジアとアフリカの人
々にとって日本は信頼できるパートナーとして常に上
位にランクされている。これは、西側諸国への猜疑心
が深まる時代にあって戦略的に大きな財産だ。この信
頼に日本の大きなODA能力が合わさり、かつ永続的
な日米同盟の強さがあれば、国際平和と人間の安全
保障の原則に基づくコミットメントによって、日本は民
主主義国家の開発協力への関与の仕方の変革を主
導する立場に立てる。このような資産と需要が合わさ
ると、日本の指導層にとっては、他のドナーによって削

減され不安定となった援助が招く人道危機を軽減す
るばかりか、道義的責務と国益の両方を推進する新
たな開発パートナーシップモデルのパイオニアになる、
かつてないチャンスとなる。

今以上に重要な局面はない。再活性化された日米
開発パートナーシップは、日本が鍵となる地域と分野
において主導権を握りながら、米国をより深い戦略的
関与に引き込むようなものになる。そうなれば、ことは
対外援助の領域に留まらない。過激主義や疾病、気候
変動に対して揺るがない抵抗力のある社会を育て、権
威主義国家への依存を減らす経済的パートナーシッ
プを構築し、民主的価値は世界中のふつうの人々に実
体的な恩恵をもたらすことを示し、21世紀の安全保障
のための重要な基盤となる。新たなパートナーシップ
は従来の援助関係の先へ歩を進め、パンデミックに備
えるシステムや気候変動に適応するためのインフラ、デ
ジタル・ガバナンスの枠組み、地元のニーズと世界の成
長の両方に応える教育機関といった真に公共の為に
なるものを共に創り出すものでなければならない。

もはや段階的思考をしている余裕はない。権威主
義的国家はインフラ建設や経済的圧力を使って影響
力を広げ、国境を超えたサイバー攻撃や移民の流れ
は安全保障環境を変貌させている。こうした中で、米
国との開発パートナーシップを生き返らせるために、
新たなコミットメントと革新的手法の裏打ちをもって
日本が大胆なイニシアチブを主導すれば、世界に民
主主義こそが結果を出せるものだと示すことができ
る。民主主義こそが社会の繁栄に必要な公共の善を
最も効果的に提供するものであり、より安全安心で豊
かな世界にとって不可欠なものであることを示すこと
ができるのだ。
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と分断が特徴の時代において、21世紀の世界の平和、繁栄、安定、持続可能性のためには強固な米日関係が不
可欠である。財団は2国間の友情を維持するだけでなく、より大きな利益のために互いが諸課題に取り組み、その
支援の輪を地域や世界中の友人達に共同で拡大することに取り組む。財団の戦略の中核をなすのは、各国の市
民社会を強化し、才能とリソースを結集して繁栄するコミュニティを作ることである。

www.us-jf.org

ピースウィンズ・アメリカ

ピースウィンズ・アメリカは、世界各地の災害と人道危機に対応するために姉妹団体ピースウィンズ・ジャパン、 
ピースウィンズ・コリアと協働する。最初に日本で設立されたピースウィンズは日本最大級の人道支援団体に成長
し、災害医療チームARROWSを擁する。現在、ピースウィンズは30カ国以上で事業を行い、災害に見舞われた人
々への緊急支援や難民・避難民への人道援助、世界で最も脆弱な人々がコミュニティを作るための支援などを行
なっている。食糧、シェルター、必需品、給水と衛生的、ヘルスケア、心理的支援、職業訓練など、地元の主体性と自
発的成長を促すことを意識しながらさまざまな包括的支援を行なっている。

www.peacewindsamerica.org






